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会社の体制および方針

⑴		業務の適正を確保するための体制
当社は、業務執行の適正を確保するための体制と

して、以下の事項を取締役会にて決定しております。
❶�　取締役・使用人の職務の執行が法令および定款
に適合することを確保するための体制

当社取締役会は、法令、定款および取締役会規
定に基づき業務執行に関する重要な意思決定をお
こなうとともに、取締役および執行役員の業務執
行を監督する。

業務執行取締役および執行役員は、社長の統括
の下、各担当業務を執行するとともに、所管する担
当業務部門における従業員の業務執行を監督する。

監査等委員会は、内部統制システムの整備と実
施状況を含め、会社その他の重要会議への出席、
取締役からの報告聴取、重要書類の閲覧等により
調査をおこない、独立した立場から取締役の業務
執行の監査をおこなう。

当社は、当社および子会社のすべての役員・従
業員の法令遵守に関する行動指針として「デンカグ
ループ企業倫理ポリシー」を定め、社規社則により
具体的な法令・定款への適合を確保する。

反社会的勢力に対しては、「デンカグループ企業
倫理ポリシー」の定めに則り、毅然と対応し、利益
供与をおこなってはならないことを基本方針とし
て、社内体制を整備する。

内部監査については、専任部署として内部統制
部を設置し、包括的な内部監査を実施するととも
に、専門的、個別的領域については、機能別に所
管各部門および各種委員会が規定類遵守の教育な
らびに遵守状況の監査をおこない、必要に応じ担
当役員に報告をおこなう。

また、内部統制部は、金融商品取引法に定める「財
務報告に係る内部統制報告書」の作成を目的とし
た、内部統制の整備・運用状況の検討・評価をお
こない、その結果を担当役員に報告する。

上記各部門による内部監査を補完し、違反行為
を早期に発見、是正するために内部通報制度を設
ける。
❷�　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管
理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に係る情報を取締
役会規定、職務基準書等の社内規定に基づき作成
し、文書保存規定に基づき保存、管理する。
❸�　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、企業活動に対し重大な影響を及ぼすと
思われる危険の発生に対しては、「危機管理基本要
綱」を定め対応方針を規定する。

環境、安全衛生、品質管理といった項目につい
ては、組織横断的な委員会を組織し包括的に危険
の管理をおこない、部門に固有の項目については
該当部門の責任において管理をおこなう。
❹�　取締役の職務の執行が効率的におこなわれるこ
とを確保するための体制

当社は、取締役会における経営の意思決定機能
の最適化を図り、また、業務執行とその監督の分
離を進め、それぞれの機能を強化するため、執行
役員制度を採用する。

意思決定機関としての取締役会とは別に、取締
役（監査等委員である取締役を含む。）および執行役
員の一部を構成メンバーとする経営委員会を設置
し、案件ごとに担当の執行役員等も参加し討議を
おこなうことで経営の重要事項における討議の効
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率化と迅速化を図る。
予算編成、設備投資等の重要個別案件について

は、機能別の審議会、委員会等を設置し、専門的
かつ効率的な審議をおこなう。

職務基準書において、取締役、執行役員および
従業員の基本任務、決裁権限を規定し、職務の執
行の効率化を図る。
❺�　企業集団における業務の適正を確保するための
体制

当社は、子会社の管理については、各子会社を
所管する部門を定め、当該部門が責任をもって総
括的管理をおこなうとともに、各子会社の実情に
応じた指導・管理・監督をおこなう。

各子会社の定常業務については、各社の自主性、
独立性を尊重し自律的な活動を前提とするが、法
令、社会規範の遵守については「デンカグループ企
業倫理ポリシー」等必要な規則を適用し、教育と監
督をおこなう。
イ．�子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の

親会社への報告に関する体制
当社は、子会社に対して、その子会社を所

管する部門から取締役等を派遣し、当社取締
役会等においてその子会社における重要な事
項について情報交換・協議する。

子会社は、その業務執行のうち、当社グルー
プ全体に及ぼす影響の度合い等を勘案し重要
性の高いものについては「関係会社管理職務基
準書」に基づき、所管する部門を通じて親会社
である当社に事前に報告する。

ロ．�子会社の損失の危険の管理に関する規程その
他の体制

当社は、子会社の企業活動に対し重大な影
響を及ぼすと思われる危険の発生に対しては、

「危機管理基本要綱」に準じ、対応する。
子会社の環境、安全衛生、品質管理といっ

た項目については、その子会社を所管する部
門から派遣された取締役等が、専門の所管各
部門とも協議し助言・指導をおこなう。

ハ．�子会社の取締役等の職務の執行が効率的にお
こなわれることを確保するための体制

当社は、子会社に対して、その子会社を所
管する部門から取締役等を派遣することによ
り、当社と子会社との情報共有をはかり、当
社グループ全体で組織的・効率的に事業を遂
行する。

子会社に対してはその重要性の度合いによ
り、必要に応じて共通の会計システムの導入
や管理部門のリソースの提供等をおこない、
子会社業務の効率化を図る。

ニ．�子会社の取締役等および使用人の職務の執行
が法令および定款に適合することを確保する
ための体制

当社は、子会社を含む当社グループを適用
対象とした「デンカグループ企業倫理ポリシー」
を定め、子会社のすべての役員・従業員に対し
法令遵守を促すとともに、「関係会社管理職務
基準書」に基づき、子会社の管理を実施する。

子会社に対する内部監査については、当社
の内部統制部を主管として、必要に応じて当
社の法務部の支援を得て、適時、実施する。

また、子会社における違反行為を早期に発
見、是正するために内部通報制度を設ける。
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❻�　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を
置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る体制および当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項、ならびに当該使用人の取締役
（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に
関する事項

当社は、監査等委員会の職務補佐機関として、
監査等委員会室を設置し、監査等委員会と事前協
議のうえ、１名以上の専任従業員を配置する。監
査等委員会室は、監査等委員会の事務局となり監
査等委員会から直接指揮命令を受ける。

監査等委員会室に所属する従業員の人事考課お
よびその他の人事に関する事項の決定については、
監査等委員会と事前協議のうえ、実施する。
❼�　当社および子会社の取締役（当社の監査等委員で
ある取締役を除く。）および使用人等が監査等委員
会に報告するための体制その他の監査等委員会へ
の報告に関する体制、監査等委員会に報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

当社および子会社の取締役（当社の監査等委員で
ある取締役を除く。）、執行役員および従業員は、
部門ごとまたは子会社ごとに監査等委員会の指
示・求めに従い、定期的または必要に応じて担当
業務の報告をおこなうとともに、当社グループに
著しい損害を及ぼした事実または及ぼすおそれの
ある事実を発見した場合は、直接または指揮命令
系統もしくは内部通報制度により間接的に当社の
監査等委員会に直ちに報告する。

内部統制部は、当社および子会社に対して実施
した内部監査の結果を定期的に監査等委員会に報

告する。
当社および子会社のすべての役員・従業員から

違反行為を通報するための制度として内部通報制
度を設け、監査等委員会室をその通報窓口の一つ
として定め、監査等委員会室等に通報があった場
合はその内容を監査等委員会に報告する。

内部通報制度等により違反行為を通報した者に
対してその通報により不利な処遇を受けることは
ない旨、「デンカグループ企業倫理ポリシー」に定
める。
❽�　監査等委員の職務の執行について生ずる費用等
の処理に関する方針その他監査等委員会の監査が
実効的におこなわれることを確保するための体制

取締役は、監査等委員の職務の執行に支障がな
いよう、必要な予算を確保するとともに、監査等
委員から会社法第399条の２第４項に基づく請求
があったときは、当該請求にかかる費用または債
務が当該監査等委員の職務に必要でないと認めら
れた場合を除き、これを速やかに支払う。

内部統制部等の内部監査部門は、監査等委員会
による監査と連携し、相互の業務が効率的におこ
なわれるよう協力する。

⑵		業務の適正を確保するための体制の運用
状況の概要
❶�　コンプライアンス体制

当社は、コンプライアンス体制の基本を定めた
「デンカグループ企業倫理ポリシー」および「デンカ
グループ内部通報ポリシー」につき当該事業年度に
おいても引き続き、研修を含めた周知活動を実施
いたしました。
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また、2023年５月29日に公表しました、当社お
よび持分法適用関連会社である東洋スチレン株式
会社が製造・販売する樹脂製品の一部における米
国 の 第 三 者 安 全 科 学 機 関 で あ るUnderwriters 
Laboratories Limited Liability Company等の認
証に関する不適切行為およびその公表後設置した
外部調査委員会によるリニエンシー全社アンケー
トにて認定された一連の不適切行為について、再
発防止策を策定、公表し、是正を推進してまいり
ました。その結果、是正処置の大部分が完了し、
再発防止策についてもほぼ計画通り進捗しました。
なお、その内容は当社公式ホームページにて適宜
公開し、透明性の確保にも努めております。

さらに、コンプライアンス最優先の経営姿勢を
グループ全体に浸透させるべく、経営トップによ
るタウンホールミーティングを開催し、コミュニ
ケーション基盤の強化を推進しました。
❷�　取締役の職務執行

当社の取締役会は、社外取締役４名を含む９名
で構成され、当該事業年度において15回開催され
ました。法令、定款および「取締役会規定」に基づき、
重要な業務執行に関する意思決定をおこなうとと
もに、取締役および執行役員から、必要な業務執
行状況の報告を受け、適切にその監督をおこない
ました。

また、経営における最重要課題の審議および討
議を目的に、取締役（監査等委員である取締役を含
む。）および執行役員の一部を構成メンバーとする
経営委員会を月１回開催し、経営の重要事項に関
する討議の効率化と意思決定の迅速化を図りまし
た。

❸�　監査等委員会の職務執行
当社の監査等委員会は、社外取締役３名を含む

４名で構成され、当該事業年度において13回開催
されました。また、監査等委員会の職務を補佐す
るために、監査等委員会室を設置し、専任従業員
を配置しております。

当委員会は、内部統制部等との緊密な連携を通
じて効率性に留意しながら、取締役の職務執行に
関する適法性と妥当性を監査しました。また、当
社内の各部署および支店・事業所、ならびに、子
会社等を往訪し、業務執行状況等の聴取確認や意
見交換等の活動もおこない、それらの結果につい
て、監査等委員会で必要な討議を経て、取締役会
に意見として報告するなど監査の実効性向上にも
努めました。
❹�　リスク管理体制

当社は、企業活動に対し重大な影響を及ぼすと
思われる事態に適切に対処するため「危機管理基本
要綱」を定め、想定される具体的なリスクの分類と、
所管部門、緊急連絡体制などを整備しております。

当該事業年度は、平時におけるリスク管理活動
強化に向け、統合リスクマネジメントプロセスの
仕組みづくりに引き続き取り組んだほか、「デンカ
グループ・リスクマネジメント委員会」およびそれ
に代わるリスク管理に関連した各種会議体を定期
的かつ必要に応じて開催しております。また、特
定された優先リスクへの対応として、サイバー攻
撃への初動対応強化、事業継続計画の見直しおよ
び事業所・工場の物理的セキュリティの調査を実
施いたしました。
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❺�　内部監査の実施
当社の内部監査部門は、内部監査計画に基づき、

当社およびグループ会社の内部監査を実施し、そ
の結果を取締役会および監査等委員会に報告する
とともに、監査等委員会と緊密に連携して、相互
の業務が効率的におこなわれるよう協力いたしま
した。

（注） 2025年３月10日開催の取締役会決議により、「デンカグルー
プ倫理規定」は「デンカグループ企業倫理ポリシー」に、「内部
通報規定」は「デンカグループ内部通報ポリシー」にそれぞれ
改定しております。

⑶		株式会社の支配に関する基本方針
当社は、2023年度より、新しいビジョンと2030

年度までの８カ年の経営計画「Mission 2030」のも
と、人財・経営価値を高め、スペシャリティ、メガ
トレンド、サステナビリティの３要素をそなえた事
業価値創造に集中するとともに、2030年度の具体的
な財務・非財務目標を設定し、その達成に注力する
ことで、中長期的な観点から当社の企業価値ひいて
は株主共同の利益を向上させるよう努めております。

当社は、いわゆる買収防衛策は定めておりません
が、当社の企業価値を毀損するおそれのある大量買
付けや、これに応じるか否かを判断するために株主
の皆様に十分な情報と時間が提供されない大量買付
けなどについては、当社の企業価値ひいては株主共
同の利益を損ねることのないよう、法令等、金融商
品取引所の規則などが認める範囲内において適切に
対応してまいります。
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（単位:百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合　　計

当期首残高 36,998 49,405 187,574 △ 7,785 266,192
会計方針の変更による累積的影響額 △ 435 △ 435
会計方針の変更を反映した当期首残高 36,998 49,405 187,138 △ 7,785 265,757
当期変動額

剰余金の配当 △ 7,764 △ 7,764
親会社株主に帰属する当期純損失 △ 12,300 △ 12,300
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 16 16

連結子会社株式の売却による
持分の増減 △ 8 △ 8

自己株式の取得 △ 5 △ 5
自己株式の処分 △ 0 △ 0 4 4
土地再評価差額金の取崩 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 － 7 △ 20,064 △ 0 △ 20,058
当期末残高 36,998 49,412 167,074 △ 7,786 245,698

（単位:百万円）

その他の包括利益累計額
非支配株主
持　　　分

純資産
合　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 14,257 △ 34 10,407 16,680 33 41,344 9,377 316,915
会計方針の変更による累積的影響額 － △ 435
会計方針の変更を反映した当期首残高 14,257 △ 34 10,407 16,680 33 41,344 9,377 316,479
当期変動額

剰余金の配当 － △ 7,764
親会社株主に帰属する当期純損失 － △ 12,300
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － 16

連結子会社株式の売却による
持分の増減 － △ 8

自己株式の取得 － △ 5
自己株式の処分 － 4
土地再評価差額金の取崩 － 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 2,195 △ 22 △ 246 9,424 2,177 9,138 2,736 11,874

当期変動額合計 △ 2,195 △ 22 △ 246 9,424 2,177 9,138 2,736 △ 8,183
当期末残高 12,062 △ 56 10,161 26,104 2,210 50,483 12,114 308,296

（注）記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
1．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数および主要な連結子会社の名称
連結子会社の数    38社
主要な連結子会社の
名称    デンカシンガポールP.L.、デンカ

アドバンテックP.L.、デンカパフ
ォ ー マ ン ス エ ラ ス ト マ ー LLC、 
デ ン カ ポ リ マ ー ㈱、 日 之 出 化 学 
工業㈱、YK アクロス㈱

当連結会計年度より、連結子会社 
であった西日本高圧瓦斯㈱は所有
株式の全てを売却したため、電化（香港） 
有限公司、PT Estop Indonesiaの
２社は清算結了のため、連結の範囲 
から除外しております。

⑵　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の
名称    九州プラスチック工業㈱、デンカ

イーマテリアル㈱
連結の範囲から
除いた理由    非連結子会社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、
当期純損益（持分に見合う額）およ
び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除外しております。

2．持分法の適用に関する事項
⑴ 　持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

持分法適用の
非連結子会社および
関連会社の数   ９社
主要な持分法適用の
非連結子会社の名称   須沢生コン㈱
主要な持分法適用の
関連会社の名称    東洋スチレン㈱、十全化学㈱、デナ

ック㈱、黒部川電力㈱
当連結会計年度より、持分法を

適用した関連会社であった東日本
高圧㈱、関東アセチレン工業㈱の
２社は所有株式の全てを売却した
ため、持分法適用の範囲から除外
しております。

⑵ 　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の状況
主要な非連結子会社の
名称   九州プラスチック工業㈱
持分法を適用しない
理由    持分法を適用しない非連結子会社

および関連会社は、それぞれ連結
損益および利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体と
しても連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため、持分法の
適用から除外しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちデンカシンガポールP.L.他27社の決算日

は12月31日であります。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。
4．会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券
　その他有価証券
　　市場価格のない
　　株式等以外の
　　もの    時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は主として移
動平均法により算定）

　　市場価格のない
　　株式等    主として移動平均法による原価法

なお、有限責任事業組合等への
出資（金融商品取引法第２条第２項
により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な
最近の決算書を基礎とし、持分相
当額を純額で取り込む方法によっ
ております。

デリバティブ    時価法
棚卸資産    主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却方法
有形固定資産   主として定額法
無形固定資産    主として定額法（自社利用のソフ

トウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（主として５年）に
基づいております。）

リース資産    所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引にかかるリース資産につい
ては、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用
しております。なお、国際財務報
告基準もしくは米国会計基準に基
づいて財務諸表を作成する在外連
結子会社については、国際財務報
告 基 準 第1 6号「 リ ー ス 」（ 以 下

「IFRS第16号」）もしくは米国会計
基準ASU第2020-05「リース」を
適用しております。IFRS第16号
およびASU第2020-05「リース」
により、リースの借手については、
原則としてすべてのリースを貸借
対照表に資産及び負債として計上
しており、資産計上された使用権
資産の減価償却方法は定額法によ
っております。

⑶　重要な引当金の計上基準
・貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、主として、一般
債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し回収不能見込額を計上しております。

・賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、主

として支給見込額に基づき計上しております。

・株式給付引当金
役員株式交付規定および執行役員向け株式交付規定に

基づく、取締役（監査等委員である取締役および社外取
締役を除く。）および執行役員への当社株式の給付に備え
るため、当連結会計年度末における株式給付見込額を計
上しております。

⑷ 　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事
項
・のれんの償却方法及び償却期間

のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定
額法により償却しています。

・ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては特例処理を
行っております。また、振当処理の要件を満たしている
為替予約については振当処理を行っております。

・退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給
付債務から年金資産の額を控除した額を計上しておりま 
す。なお、当連結会計年度末において認識すべき年金資
産が、退職給付債務を超過する場合には、退職給付に係
る資産として投資その他の資産に計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額の期間
帰属方法は、給付算定式基準を採用しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定年数（主として10年）による定額法によ
り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用に
ついては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上
しております。

・収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する

主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行
義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりです。
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⑴　製品販売に係る収益認識
当社グループは、「電子・先端プロダクツ」、「ラ

イフイノベーション」、「エラストマー・インフラソ
リューション」、「ポリマーソリューション」の製造・
販売を主たる事業としています。これらの事業にお
ける製品の販売については、顧客との販売契約に基
づいて製品を引き渡す履行義務を負っており、顧客
へ製品に対する支配が移転し、履行義務が充足され
る納品や検収又は船積等の時点で収益を認識してお
ります。

⑵　変動対価が含まれる取引に係る収益認識
製品販売における一部の売上リベート等の顧客に

支払われる対価について、取引価格から減額する方
法で認識しております。

⑶　代理人取引に係る収益認識
主に商社事業における財又はサービスの仕入販売

取引に関して、顧客への財又はサービスの提供にお
ける役割（本人又は代理人）を判断した結果、代理人
に該当する取引については、純額で収益を認識して
おります。

⑷　工事契約に係る収益認識
工事契約に関して、履行義務を充足するにつれて、

一定の期間にわたり収益を認識しております。履行
義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期
末日までに発生した工事原価が、予想される工事原
価の合計に占める割合に基づいて行っております。
なお、契約における取引開始日から完全に履行義務
を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い
工事契約や少額の工事契約については、一定の期間
にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足し
た時点で収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計
基準第27号2022年10月28日）等を当連結会計年度の期首から
適用しております。これによる連結計算書類に与える影響はあ
りません。

（退職給付債務の計算方法の変更）
当連結会計年度より、当社の連結子会社であるYKアクロス

株式会社において、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則
法に変更しております。この変更は、YKアクロス株式会社では、

近年、従業員数が増加傾向にあり、また今後の事業環境の変化
に対応させるため、さらなる人員増の可能性があることから、
これを機に、退職給付に係る数理計算上の見積計算の信頼性を
検証したところ、原則法の採用により退職給付債務の計算の精
度を高め、退職給付費用を期間損益計算により適切に反映する
ことが可能であると判断したために行ったものであります。

当会計方針の変更は、過年度に関する必要なデータが蓄積さ
れておらず、遡及適用に係る原則的な取り扱いが実務上不可能
であるため、当該変更は当連結会計年度の期首から将来にわた
って適用することとしております。

この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金は435百万円
減少しております。なお、当該変更による当連結会計年度の各
段階利益及び１株当たり情報への影響は軽微であります。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の評価
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 312,969百万円
無形固定資産 3,097百万円
減損損失 16,111百万円
事業整理損 3,941百万円

⑵　その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

当社グループは、資産または資産グループに減損の
兆候がある場合、当該資産または資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローを見積もり、そ
の帳簿価額が割引前将来キャッシュ・フローの総額を
超過する場合には減損を認識し、回収可能価額まで減
額を行います。

連結子会社であるデンカパフォーマンスエラスト
マーLLC（以下「DPE」）のクロロプレンゴム製造設備
においては、コストの上昇および生産面やその他の課
題に直面してきました。コストの上昇については、
DPEがE.I. DuPont de Nemours and Companyから
当該製造設備を取得した時点では必要と想定されなか
ったクロロプレンモノマーの排出削減設備の設計・導
入および運用に係るもの、当該排出削減設備の運転や
その他の排出削減対策の実施に必要となるエネルギー
コストの上昇や必要要員の確保面での困難さ、各種環
境訴訟に関連する弁護士費用の負担、米国内のインフ
レによる主要原材料費や修繕費上昇の加速、ならびに
全般的に要員の確保・維持が難しくなっていること等
を含む、様々な要因に起因しております。また、DPE
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は、これらのコスト上昇や要員面の問題に加え、排出
削減対策の実施に伴う操業上の制約、ならびにサプラ
イチェーンの寸断および自然災害に伴う計画外停止等
により、生産数量の減少にも直面しております。さら
に、世界経済環境の変化によるクロロプレンゴムの需
要後退の影響も相まって、当社グループの収益は圧迫
されております。こうした状況に鑑み、当連結会計年
度において固定資産に係る減損損失16,111百万円を
計上しております。

また、当社において、大船工場閉鎖などの事業ポー
トフォリオ変革に伴い事業撤退を決定している固定資
産に係る減損損失を事業整理損として3,941百万円計
上しております。

②　主要な仮定
固定資産のうち減損の兆候がある資産または資産グ

ループについて、当該資産または資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローは、過去の経験
や外部情報および内部情報を反映して作成し、取締役
会等によって承認された事業計画を基礎に算出してお
り、主要な仮定は、資産または資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローに含まれる販売数
量及び販売価格の予測であります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
事業計画に含まれる主要な仮定は、いずれも、当社

グループが期末日時点で入手している情報および合理
的であると判断する一定の前提に基づいております
が、急激な事業環境の変化等が生じた場合には、翌連
結会計年度において減損損失が発生する可能性があり
ます。

（連結貸借対照表に関する注記）
1．担保に供している資産

投資有価証券  232百万円
担保資産に対する債務
支払手形及び買掛金他 78百万円

2．有形固定資産の減価償却累計額 555,971百万円

3．保証債務等
金融機関からの借入などに対する
債務保証  10,943百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1�．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式
数に関する事項

当連結会計
年度期首株式数

当期増加
株式数

当期減少
株式数

当連結会計
年度末株式数

発行済株式 （株）

　普通株式 88,555,840 － － 88,555,840

合計 88,555,840 － － 88,555,840

自己株式

　普通株式（注）1、2 2,379,319 2,372 1,568 2,380,123

合計 2,379,319 2,372 1,568 2,380,123

(注） １　 普通株式の自己株式数の増加2,372株は、単元未満株式の買
い取りによるものです。

 ２　 普通株式の自己株式数の減少1,568株は、単元未満株式の売
り渡しによる減少168株、株式給付信託による株式の交付
1,400株によるものです。

2．配当に関する事項
⑴ 　配当金支払額

・普通株式の配当に関する事項

（決議） 株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力

発生日

2024年
6月20日

定時株主総会
普通株式 3,450百万円 40円00銭 2024年

3月31日
2024年
6月21日

2024年
11月8日
取締役会

普通株式 4,313百万円 50円00銭 2024年
9月30日

2024年
12月3日

⑵ 　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効
力発生日が翌連結会計年度となるもの
・普通株式の配当に関する事項

次のとおり決議を予定しております。

（決議予定） 株式の
種類

配当金の
総	額

配当の
原	資

１株当たり
配当額 基準日 効力

発生日

2025年
6月20日

定時
株主総会

普通
株式 4,313百万円 利益

剰余金 50円00銭 2025年
3月31日

2025年
6月21日
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（金融商品）
1．金融商品の状況に関する事項

当社グループでは、資金運用は行っておりません。資金調
達については、銀行借入、社債、コマーシャル・ペーパーを
適宜組み合わせて行う方針です。

受取手形、売掛金及び契約資産にかかる顧客の信用リスク
は、与信管理規定に沿って期日管理を行っております。また、
投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四
半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金、社債、コマーシャル・ペーパーの使途は運転資金
（主として短期）および設備投資資金（主として長期）であり、
一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取
引を実施して支払利息の固定化を実施しております。また、
一部の外貨建ての営業取引などに係る為替変動リスクに対し
為替予約を実施しております。なお、デリバティブは内部管
理規定に従い、実需の範囲で行うこととし、投機的な取引は
行っておりません。

2．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対

照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお
りです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上
額27,376百万円）は、「その他有価証券」には含めておりませ
ん。また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略
しております。

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時　価

（百万円）

差　額

（百万円）

⑴受取手形、売掛金及び契約資産 88,035 88,035 －

⑵投資有価証券

　その他有価証券 19,551 19,551 －

　関係会社株式 1,775 1,775 －

　資産計 109,361 109,361 －

⑶支払手形及び買掛金 48,023 48,023 －

⑷短期借入金 74,679 74,679 －

⑸コマーシャル・ペーパー 33,000 33,000 －

⑹長期借入金（※1） 80,000 77,976 △2,023

⑺社債(※1) 30,000 29,775 △225

　負債計 265,703 263,454 △2,248

⑻デリバティブ取引（※2） － － －

（※1） 長期借入金、社債には、一年内に返済予定のものを含めております。

（※2） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については、（　）で示し
ております。

3．�金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可

能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して
おります。

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプット
のうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対価となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプット
のうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプッ
トを使用して算定した時価

⑴ 　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産お
よび金融負債

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券 19,551 － － 19,551

⑵ 　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産
および金融負債

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形、売掛金及び契約資産 － 88,035 － 88,035

投資有価証券

　関係会社株式 1,775 － － 1,775

支払手形及び買掛金 － 48,023 － 48,023

短期借入金 － 74,679 － 74,679

コマーシャル・ペーパー － 33,000 － 33,000

長期借入金 － 77,976 － 77,976

社債 － 29,775 － 29,775

（注）  時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活
発な市場で取引されているため、その時価をレベル1の時価に分類
しております。
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デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、金融機関から提示された

価格等に基づき算定しております。ただし、金利スワップの特例
処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と
して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に
含めて記載しております（下記「長期借入金」参照）。また、為替予
約の振当処理によるものは、予定取引に係るものを除き、ヘッジ
対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されている
ため、その時価は、売掛金及び買掛金の時価に含めて記載してお
ります（下記「売掛金」「買掛金」）参照）。
受取手形、売掛金及び契約資産

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権
額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現
在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
支払手形及び買掛金、短期借入金、コマーシャル・ペーパー

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その
将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期間および信用リス
クを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レ
ベル2の時価に分類しております。
長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間およ
び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定
しており、レベル2の時価に分類しております。
社債

これらの時価は、市場価格に基づき算定しております。社債は、
市場価格があるものの活発な市場で取引されているわけではない
ため、レベル2の時価に分類しております。

（賃貸等不動産）
当社グループの賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、

開示を省略いたします。

（収益認識に関する注記）
⑴ 　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

分解した収益と当社グループの報告セグメントとの
関連は次のとおりです。

（単位:百万円）

報告セグメント
その他
事業

（注）1
合計電子・先端

プロダクツ
ライフ

イノベーション

エラストマー・
インフラ

ソリューション

ポリマー
ソリューション 計

日本 40,197 31,974 53,391 82,737 208,302 13,243 221,545

中国 19,072 2,927 6,052 31,941 59,994 1,906 61,900

その他アジア 15,451 679 23,081 11,676 50,889 1,616 52,505

その他 17,481 7,564 29,147 9,010 63,203 980 64,184

顧客との契約
から生じる収益 92,203 43,146 111,673 135,365 382,389 17,746 400,135

その他の収益 － 115 － － 115 － 115

外部顧客への
売上高 92,203 43,262 111,673 135,365 382,505 17,746 400,251

(注) 1． 「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグ
メントであり、プラントエンジニアリング事業、商社事業等を
含んでおります。

 2． 当社グループの収益は、顧客の所在地を基礎とし、国又は地域
に分類しております。

⑵ 　収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算

書類作成のための基本となる重要な事項等）4．会計方
針に関する事項 収益及び費用の計上基準」に記載のとお
りです。

⑶ 　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を
理解するための情報
・契約資産および契約負債の残高等

当連結会計年度における当社および連結子会社におけ
る顧客との契約から計上された売上債権、契約資産およ
び契約負債の期末残高は下記のとおりです。なお、連結
貸借対照表上、売上債権および契約資産は「受取手形、
売掛金及び契約資産」に、契約負債は流動負債「その他」
に含まれております。
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（単位:百万円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

売上債権 95,328 86,861

契約資産 1,103 1,173

契約負債 2,067 1,365

・残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の

認識が見込まれる期間は以下のとおりです。
（単位:百万円）

当連結会計年度

１年以内 3,007

１年超 388

合計 3,395

（１株当たり情報）
1．１株当たり連結純資産額� 3,436円95銭
2．�１株当たりの親会社株主に帰属する�
当期純損失�� 142円73銭

（注）  １株当たり連結純資産額の算定上、株式給付信託が所有する当社株
式を、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。
また、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純損失の算定上、期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

（その他の注記）
1�．その他

百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示し
ております。
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（単位:百万円）

株　　主　　資　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 36,998 49,284 0 49,284 3,589 113,840 117,429
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － △ 59 59 －
剰余金の配当 － △ 7,764 △ 7,764
当期純損失 － △ 11,110 △ 11,110
自己株式の取得 － －
自己株式の処分 △ 0 △ 0 －
自己株式処分差損の振替 0 0 △ 0 △ 0
土地再評価差額金の取崩 － 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －
当期変動額合計 － － △ 0 △ 0 △ 59 △ 18,815 △ 18,874
当期末残高 36,998 49,284 － 49,284 3,529 95,025 98,554

株主資本等変動計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

（単位:百万円）

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自己株式 株主資本

合　　計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評
価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 7,785 195,926 12,062 10,407 22,470 218,397
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －
剰余金の配当 △ 7,764 － △ 7,764
当期純損失 △ 11,110 － △ 11,110
自己株式の取得 △ 5 △ 5 － △ 5
自己株式の処分 4 4 － 4
自己株式処分差損の振替 － － －
土地再評価差額金の取崩 0 － 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △ 2,169 △ 246 △ 2,415 △ 2,415
当期変動額合計 △ 0 △ 18,875 △ 2,169 △ 246 △ 2,415 △ 21,291
当期末残高 △ 7,786 177,051 9,893 10,161 20,054 197,105

（注）記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）
1．資産の評価基準および評価方法

⑴　有価証券の評価基準および評価方法
子会社株式および
関連会社株式   移動平均法による原価法

なお、有限責任事業組合等への
出資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規定
される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法に
よっております。

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの    時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない
株式等   移動平均法による原価法

⑵　 棚卸資産の評価基準
　　および評価方法    総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

2．固定資産の減価償却方法
有形固定資産   定額法
無形固定資産    定額法 （自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）
に基づいております。）

リース資産    所有権移転外ファイナンス・リース取引
にかかるリース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不
能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

⑶　退職給付引当金
従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上
しております。なお、当事業年度末において認識すべき
年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異
等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用とし
て投資その他の資産に計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額の期間帰
属方法は、給付算定式基準を採用しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用
処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業
年度から費用処理することとしております。

⑷　株式給付引当金
役員株式交付規定および執行役員向け株式交付規定に

基づく、取締役（監査等委員である取締役および社外取
締役を除く。）および執行役員への当社株式の給付に備え
るため、当事業年度末における株式給付見込額を計上し
ております。

⑸　関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失等に備えるため、関係会社

の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しており
ます。

4．収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主な履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常の時
点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
⑴　製品販売に係る収益認識

当社は、「電子・先端プロダクツ」、「ライフイノベー
ション」、「エラストマー・インフラソリューション」、「ポ
リマーソリューション」の製造・販売を主たる事業とし
ています。これらの事業における製品の販売については、
顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を
負っており、顧客へ製品に対する支配が移転し、履行義
務が充足される納品や検収又は船積等の時点で収益を認
識しております。

⑵　変動対価が含まれる取引に係る収益認識
製品販売における一部の売上リベート等の顧客に支払

われる対価について、取引価格から減額する方法で認識
しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計
基準第27号2022年10月28日）等を当事業年度の期首から適用
しております。これによる計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
関係会社投融資の評価
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式  29,842百万円
関係会社株式評価損 3,449百万円
短期貸付金 1,321百万円
貸倒引当金（関係会社に係るもの） △55百万円
関係会社事業損失引当金 8,677百万円
関係会社事業損失引当金繰入額 8,677百万円

⑵　その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

関係会社株式につきましては、取得原価を以って貸
借対照表価額としており、実質価額が著しく低下した
場合には、相当の減額を行い、評価差額は当事業年度
の損失として処理しています。

また、関係会社投融資の評価につきましては、期末
日時点の対象会社の財政状態等を勘案し、貸付金等の
回収不能見込額を貸倒引当金、損失負担見込額を関係
会社事業損失引当金として計上します。

当事業年度においては、子会社であるデンカパフ
ォーマンスエラストマーLLCにおいて固定資産の減損
損失等を計上したことにより財政状態が悪化したこと
から、関係会社事業損失引当金8,677百万円を計上し
たほか、デンカパフォーマンスエラストマーLLCへの
出資を行っているデンカ USA LLCの株式を実質価額
まで減額を行い、関係会社株式評価損2,338百万円を
計上しております。

②　主要な仮定
関係会社株式のうち、超過収益力等を見込んで取得

した一部の株式の評価は、過去の経験や外部情報およ
び内部情報を反映して作成し、取締役会によって承認
された事業計画に基づいており、主要な仮定は、事業
計画に含まれる販売数量及び販売価格の予測でありま
す。

関係会社事業損失引当金の計上にあたっては、期末
日時点における対象会社の債務超過額などの財政状態
や経営成績などを勘案して損失負担見込額を評価して

おります。
③　翌事業年度の計算書類に与える影響

事業計画や損失負担見込額に含まれる主要な仮定
は、いずれも、当社が期末日時点で入手している情報
および合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おりますが、急激な事業環境の変化等が生じた場合に
は、翌事業年度において関係会社株式の減損処理や関
係会社事業損失引当金の見直しが必要となる場合があ
ります。

固定資産の評価
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 239,888百万円
無形固定資産 1,958百万円
事業整理損 3,941百万円

⑵　その他見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

当社は、資産または資産グループに減損の兆候があ
る場合、当該資産または資産グループから得られる割
引前将来キャッシュ・フローを見積もり、その帳簿価
額が割引前将来キャッシュ・フローの総額を超過する
場合には減損を認識し、回収可能価額まで減額を行い
ます。

当事業年度においては、大船工場閉鎖などの事業
ポートフォリオ変革に伴い事業撤退を決定している固
定資産に係る減損損失を事業整理損として3,941百万
円計上しております。

②　主要な仮定
資産または資産グループから得られる割引前将来キ

ャッシュ・フローは、過去の経験や外部情報および内
部情報を反映して作成し、取締役会等によって承認さ
れた事業計画を基礎に算出しており、主要な仮定は、
資産または資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローに含まれる販売数量及び販売価格の予
測であります。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
事業計画に含まれる主要な仮定は、いずれも、当社

が期末日時点で入手している情報および合理的である
と判断する一定の前提に基づいておりますが、急激な
事業環境の変化等が生じた場合には、翌事業年度にお
いて減損損失が発生する可能性があります。
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（貸借対照表関係）
1．担保に供している資産� 対象資産はありません。
2．有形固定資産の減価償却累計額 449,698百万円
3．保証債務

金融機関からの借入などに対する
債務保証 24,536百万円

4．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 35,051百万円
短期金銭債務 22,104百万円
長期金銭債権 86百万円

（損益計算書関係）
関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 86,030百万円
関係会社からの仕入高 60,651百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 13,170百万円

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当期首
株式数

当期増加
株式数

当期減少
株式数

当期末
株式数

普通株式 2,379,319 2,372 1,568
（株）

2,380,123

（注）1　 普通株式の自己株式数の増加2,372株は、単元未満株式の買い
取りによるものです。

2　 普通株式の自己株式数の減少1,568株は、単元未満株式の売り
渡しによる減少168株、株式給付信託による株式の交付1,400
株によるものです。

（税効果会計）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

当事業年度末
（2025年3月31日）

（百万円）

繰延税金資産

賞与引当金 682

事業整理損 6,152

資産除去債務 576

投資有価証券評価損 228

関係会社株式評価損 5,866

ゴルフ会員権評価損 397

減損損失 874

未払事業税等 155

関係会社事業損失引当金 2,736

繰越欠損金 2,545

その他 2,316

繰延税金資産小計 22,527

評価性引当額 △7,303

繰延税金資産合計 15,224

繰延税金負債

前払年金費用 430

その他有価証券評価差額金 4,553

固定資産圧縮積立金 1,610

その他 103

繰延税金負債合計 6,696

繰延税金資産（負債）の純額 8,528
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（関連当事者との取引）
子会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有
割合

関係内容
取引の
内容

取　引
金　額

（百万円）
科目

期　末
残　高

（百万円）
役員の
兼任等

事業上の
関係

子会社 YK アクロス㈱ 東京都
港区 1,200

パルプ・紙・有機
無 機 工 業 製 品 等
の販売など

直接
77.4％

兼任
1名

当社より合成ゴ
ム製品、合成樹
脂製品、土木建
築材料他を販売

当社製品
の販売 42,246 売掛金 13,588

子会社 デンカパフォーマンス
エラストマーLLC

アメリカ
ルイジアナ州

12,100
万US$

合成ゴムの製造・
販売

間接
70％

兼任
1名

当社は完成品を
購入している

商品の仕入

債務保証

34,890

10,542

買掛金

－

2,382

－

子会社
デンカケミカルズ 
ホールディングス 
アジアパシフィック 
P.L.

シンガ
ポール

6,870
万US$

東南・南アジアに
お け る 地 域 統 括
持株会社

直接
100％

兼任
1名

当社の地域統括
持株会社

資金の預り

利息の支払

14,207

779
預り金 13,158

子会社 デンカシンガポール
P.L.

シンガ
ポール

6,941
万S$

ア セ チ レ ン ブ ラ
ッ ク お よ び 機 能
樹脂製品の製造・
販売

間接
100％ － 当社は技術を供与 

している 技術料収入 1,053 その他の
流動資産 234

関連
会社 東洋スチレン㈱ 東京都

港区 5,000 ポリスチレン樹脂 
の製造加工販売

直接
50％ －

当社の製品を原
料として供給し、
完成品の一部を
購入している

当社製品
の販売 16,769 売掛金 5,752

（注）1． 当社製品等の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。また商品の仕入については、総原価を勘案して交渉のうえ決定し
ております。

2． 当社は、デンカパフォーマンスエラストマーLLCの銀行借入等の債務に対して保証を行っており、一般的な保証料を勘案した債務保証料を受
領しております。

3． 子会社に対する資金の貸付および子会社からの資金の預りの条件は、市場金利を勘案して決定しております。
4． 預り金の取引金額は、期中の平均残高としております。
5． 技術料収入については、グループ会社との間で合理的な基準にもとづき料率を決定しております。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針

に係る事項）4．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

（1株当たり情報）
1．１株当たり純資産額� 2,287円25銭
2．１株当たり当期純損失金額� 128円92銭

（注）  １株当たり純資産額の算定上、株式給付信託が所有する当社株式
を、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。
また、１株当たり当期純損失金額の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含めております。

（重要な後発事象に関する注記）
（子会社への増資）

当社は2025年３月28日開催の臨時取締役会において、子
会社であるデンカパフォーマンスエラストマーLLCに対する
増資を行うことを決議しており、次のとおり実施いたしまし
た。

1．増資の目的
当該連結子会社の運転資金として充当するため。
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2．増資の概要
増資額 21,000千USドル
払込日  2025年4月30日（当社の連結子会社であ

るデンカUSA LLCを介して払込）
増資後出資比率 70.0％（変動なし）

（その他の注記）
1．その他

百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示
しております。
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